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開    会 

 

○日比野会長 それでは、ただいまから電波監理審議会を開会いたします。 

 新型コロナウイルス感染症対策につきましては、依然として感染が拡大して

いるという状況にございますので、本日の２月期定例会議は、電波監理審議会

決定第６号第５項のただし書に基づきまして、委員全員がウェブによる参加と

させていただきました。 

 本日の議題は、お手元の資料のとおり、諮問事項５件、報告事項１件となっ

ております。 

 それでは、総合通信基盤局の職員に入室するよう、連絡をお願いします。 

（総合通信基盤局職員入室） 

○日比野会長 それでは、審議を開始いたします。 

 

諮問事項（総合通信基盤局） 

 

（１）無線従事者規則の一部を改正する省令案 

（諮問第２号） 

 

○日比野会長 諮問第２号、無線従事者規則の一部を改正する省令案につきま

して、荻原電波政策課長から説明をお願いいたします。 

○荻原電波政策課長 電波政策課長をしております荻原と申します。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、私から、諮問第２号、無線従事者規則の一部を改正する省令案に

ついて御説明させていただきます。 
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 まず、お手元の資料、右肩に「諮問第２号説明資料」と書いてある資料でご

ざいますけれども、１ページの冒頭を御覧いただければと思います。 

 諮問の概要でございます。無線従事者国家試験の方法ですが、無線従事者規

則第３条で規定されておりまして、これまで試験は、電気通信術の試験を除い

て、筆記による方法で行われてきております。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響等によりまして、令和２年

４月から７月までに実施される予定であった国家試験が中止されるという事態

がございました。今後、そのような全面的な試験の中止をできる限り防ぎたい、

また、受験の機会を安定して提供できるようにしていきたいということで、無

線従事者の国家試験の方法としまして、筆記によるもののほかに、ＣＢＴ方式、

Computer Based Testing方式、具体的にはコンピューター端末に回答を入力し

ていただく方法によるものも、省令に明記するものでございます。 

 具体的には、２の改正の概要を御覧ください。無線従事者規則第３条に、試

験の方法としまして、筆記の方法に加えて、「電子計算機その他の機器を使用す

る方法」を追加するものでございます。 

 ３の施行期日につきましては、答申をいただいた場合、速やかに改正を行い、

公布日施行を予定しております。 

 次に、２ページ目を御覧ください。無線設備の操作を行う者が、無線設備を

良好に運用するためには、専門的知識と技能が必要になります。このため、一

定の知識と技能を要求する「資格主義」を採用しておりまして、無線従事者資

格の取得を求めているものでございます。 

 資格の取得の方法については、資料の１の下半分のところに４つ、①から④

までございますけれども、このうち①の国家試験による取得については、電波

法に基づく指定試験機関である公益財団法人の日本無線協会が実施主体となっ

ております。今回の省令改正によるＣＢＴの導入は、この指定試験機関が実施
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する国家試験において行うものでございます。 

 同じページの下の表を御覧いただきたいのですけれども、指定試験機関によ

る国家試験の実施状況の概要をまとめております。資格に応じて試験科目の多

寡がございますけれども、ある程度定まった実施時期に、事務所の所在地を中

心として、特定の場所で行われているという状況が御覧いただけようかと思い

ます。 

 ３ページ目を御覧ください。上段の１ですけれども、ＣＢＴの導入によって

変更となるポイントをまとめております。①の試験日時、あるいは②の試験会

場については、現行の筆記試験では、当然のことながら特定の日時に特定の場

所に集まって受験していただいているわけですけれども、ＣＢＴの導入により

まして、日時や場所を受験者の方がある程度幅のある選択肢から選択できるよ

うになるということです。結果として、試験を受ける方の分散も図られまして、

密を回避することと、利便性の向上を図ることが可能になると考えております。 

 このページの下のほうに、指定試験機関が現時点でＣＢＴの導入を想定して

いる４つの資格を記載しております。いずれも無線工学及び法規に関する１時

間程度の選択式の試験で合否を判定する資格となっております。 

 ４ページを御覧ください。写真はＣＢＴによる試験会場のイメージでござい

ます。御参考までにつけさせていただいております。 

 それから、５ページからですけれども、最後に意見募集の結果について説明

申し上げます。昨年１１月から１２月にかけまして、行政手続法に基づき意見

募集を行いまして、法人から１件、個人から１０件の意見をいただいておりま

す。 

 内訳は、賛成が１０件、賛否明らかでないものが１件ということでございま

して、反対意見はございませんでした。 

 主な意見をピックアップして御紹介させていただきます。６ページを御覧く
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ださい。 

 個人からの意見で、番号で言うと９番目になります。賛否を明らかにされて

いないのですけれども、無線従事者国家試験において行っています電気通信術

の試験についても、ＣＢＴの導入を検討してほしいという意見でございます。 

 これに対して総務省の考えは、右側でございますけれども、指定試験機関が

実施する無線従事者国家試験においては、無線工学及び法規など、ＣＢＴで実

績のある選択式の試験から本格導入を開始する予定です。電気通信技術をはじ

めとするその他の試験科目に関していただいた御意見については、今後の施策

の検討の際に参考とさせていただきます、とさせていただいております。 

 なお、本件と同じような意見が番号で１１番になりますが、ございました。 

 次に、７ページを御覧いただければと思います。 

 法人からの意見といたしまして、一般財団法人日本アマチュア無線振興協会

から、おおむね賛成ですが、資格取得の別の方法である養成課程を念頭に、同

一資格の受験回数等に制限を設けてほしいという意見をいただいております。 

 これに対する総務省の考え方ですけれども、国家試験の頻度の上限について

は、特に明確な制約はございませんので、本改正案の方向性におおむね賛成の

御意見として承りますとした上で、無線従事者国家試験の機会の是非の在り方

に関していただいた御意見については、今後の施策の検討の際に参考とさせて

いただきます、とさせていただいております。 

 以上、主な意見、要望とそれらに対する総務省の考え方を御紹介させていた

だきました。 

 説明は以上でございます。御審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○日比野会長 荻原課長、ありがとうございました。 

 それでは、本件につきまして、御意見、御質問等ございますでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 
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○日比野会長 はい、兼松代理お願いします。 

○兼松代理 荻原課長、御説明どうもありがとうございました。 

 いろいろな資格試験につきましては、ＣＢＴが導入されておりますわけです

ので、本案につきましては、案自体については特に異論はございませんし、結

構なことだと思っているのですが、その上で確認させていただきたいことがご

ざいます。 

 まず、現時点でＣＢＴ導入を想定されている資格というのが４つあるという

ことですけれども、この４つをまず先に、先行してやるということになったの

は、どういう理由かということでございます。 

 それを教えていただきたいというのと、それから私は日本無線協会のサイト

を見てみたのですけれども、既にこの４つの資格について、令和４年２月から、

全国各地でＣＢＴ方式の試験を実施しますというふうに先取りした記載がもう

載っておりまして、これは本諮問につきましても、答申が出るということを前

提として、こういうふうに先駆けして載せていらっしゃるのかなというのを、

ちょっと疑問に思ったところでございますので、この点も御教示いただければ

と思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○荻原電波政策課長 御質問ありがとうございます。 

 まず、なぜこの４つの資格から始めるかということですけれども、説明の中

で申し上げましたのが、この４つの資格というのは、いずれも１時間程度の短

い時間の選択式の筆記試験でございまして、なおかつ、受験人数は比較的多い

資格になっておりまして、ＣＢＴを導入することで、その効果がかなり大きい

と期待されているのが、１点でございます。 

 それから、上位の資格になりますと、試験時間が長くなりまして、特に、１

級の総合無線通信士の資格になりますと、３日間にわたって試験をやるとか、
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あるいは電気通信術という実技の試験、例えばモールス信号を実際に送るとか

そういった試験も含まれてきていまして、今回選んだ４つと比べますと、いず

れもハードルが高く、検討課題がいろいろございます。そのため、まずは、先

ほど御説明させていただいた４つの資格から導入を始めようということで、御

説明させていただいたところでございます。 

 それから、既に日本無線協会のウェブサイトで試験の募集を開始していると

いう御指摘でございますけれども、ＣＢＴの試験は、実際に導入を想定してい

るのは来年度以降ということで、今回お認めいただければ、そういったスケジ

ュールを考えておりますが、いきなり本番というのはなかなか難しくて、本格

的に導入する前に、事故やトラブルが発生しないかとか、あるいは合格者情報

の指定機関から行政側への受渡しがしっかり処理できるかとか、本番の環境と

ほぼ同じ環境で、試験的に実施しようということで、そのための募集を日本無

線協会で開始していると認識しております。 

 今回、試験的にＣＢＴ方式を実施することにつきましては、最初の説明資料

の１ページ目の改正概要のところを御覧いただきたいのですけれども、無線従

事者規則の第３条に、今回改正した部分、下線を引いた「筆記の方法又は電子

計算機その他の機器を使用する方法によりそれぞれ行う。」という文章の次に

「ただし、」とありまして、「総務大臣又は総合通信局長が特に必要と認める場

合は、他の方法によることができる。」となっていまして、このただし書に基づ

いて、今回試験を年度内に実施するということで、募集をかけているというこ

とでございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。そういたしますと、今回の２月の試験は、

ただし書に基づいて行うものであるので、ＣＢＴ自体は、ただし書を解釈すれ

ばできないこともないけれども、明記をするということで、よりはっきりさせ

たいという御趣旨だと理解しましたが、よろしいでしょうか。 
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○荻原電波政策課長 御指摘のとおりでございまして、ただし書というのは、

あくまでも例外的な方法という位置づけになりますので、しっかりと正規の方

式として位置づけるという意味合いがございます。 

○兼松代理 了解いたしました。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 ほかの委員の皆様、いかがでしょうか。 

○長田委員 長田からよろしいでしょうか。 

○日比野会長 お願いします。 

○長田委員 基本的には今回の御提案には賛成ですけれども、コロナの影響で

中止をすることがあったということが契機になっているということですが、コ

ロナ禍が、もし落ち着いて、そういうことがなくなったとしても、この方式の

ままいくと、つまり、この４資格については、いわゆる筆記試験ではなくとい

うことになっていくと考えてよろしいのでしょうか。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございます。御指摘のとおりでございまして、

コロナによる状況というのは、１つのきっかけとはなりましたけれども、試験

の効率化とか、受験者の方の利便性の向上という観点で、今回正式に導入した

いと考えておりますので、コロナの問題が収まった後も、引き続き実施してい

くという前提で考えております。 

○長田委員 ありがとうございます。 

○日比野会長 あと、林委員、特によろしいですか。 

○林委員 私からは大丈夫でございます。ありがとうございます。 

○日比野会長 笹瀬委員はいかがでしょうか。よろしいですか。 

○笹瀬委員 笹瀬です。私もいいと思います。 

○日比野会長 そうですか。ありがとうございます。 

 私も大変結構なことだと思います。これはちょっと余談になるかもしれませ
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んが、証券界では証券外務員登録というのがあるのですけど、これもＣＢＴ方

式をかなり前から導入してやっております。そういう意味では、コロナを１つ

の契機として、こういった効率化をどんどん進めていっていただいて、上位の

資格についても部分的かもしれませんけど、効率化を通じて無線従事者の拡大

につながっていくことを期待したいと思います。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございます。それ以外の試験についても、引

き続き検討は進めてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、諮問第２号、こちら諮問のとおり改正することが適当である旨の

答申を行いますが、よろしいでしょうか。 

○林委員 賛同いたします。 

○長田委員 結構です。 

○兼松代理 結構です。 

○笹瀬委員 結構です。 

○日比野会長 ありがとうございます。それでは、原案どおり決することとい

たします。ありがとうございました。 

○荻原電波政策課長 ありがとうございました。 

 

（２）電波法施行規則等の一部を改正する省令案（高度化された陸上無線シス

テムに対する定期検査の簡素化に係る制度整備） 

（諮問第３号） 

 

○日比野会長 それでは、続きまして、諮問第３号、電波法施行規則等の一部

を改正する省令案（高度化された陸上無線システムに対する定期検査の簡素化

に係る制度整備）についてでございます。こちらは、翁長移動通信課長から説
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明をお願いいたします。 

○翁長移動通信課長 移動通信課、翁長でございます。先生方、よろしくお願

いいたします。 

 諮問第３号、電波法施行規則等の一部を改正する省令案につきまして、御説

明を申し上げます。 

 本件でございますけれども、過去の情報通信審議会及び検討会の報告に基づ

きまして、携帯電話等の基地局の定期検査の簡素化を図り、免許人や登録検査

事業者等の負担を軽減するように整備したいというものでございます。 

 １ページ目から３ページ目に、概要いろいろ書いてございますけれども、４

ページ目以降にまとめてございますので、まず、４ページ目を御覧いただけれ

ばと存じます。 

 ４ページ目の上の背景のところにございますけれども、携帯電話やBWAの高

度化された無線システムについては、現在も周波数や空中線電力を一定精度に

維持するような機能を既に具備しているものがございます。一方で、５Ｇにな

りまして、アンテナと無線機の送信部分が一体化されてきておりまして、測定

器を接続して電気的特性を測定するのが困難な装置が出てきているという現状

がグローバル的にもございます。今までは送信機にアンテナ端子があって、そ

の部分に測定器をつないで電気的特性を測ることができたのですけれども、こ

れらが一体化されているということで、そういう端子がなくなっているといっ

たような状況がございます。 

 このような観点で、過去の定期検査の在り方の検討会で、これらについて議

論をいただきまして、４ページ目の下に４つ記載してございますけれども、こ

れらの条件を満たす基地局につきましては、５年に１度の定期検査において周

波数及び空中線電力の測定を省略可能という結論を得ることができたものでご

ざいます。 
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 測定省略の条件でございますけれども、大きく分けて技術面と運用面に分か

れてございます。１、２、４が技術的内容でございますけれども、現在の５Ｇ

につきましては、いわゆるＴＤＤ方式、時分割方式ということで、これはＧＰ

Ｓ信号等々を用いて、送信受信のタイミング・同期を取るといったことが必要

になってございますので、この信号によって周波数の精度を一定に維持してい

るところでございます。 

 このように周波数を一定精度で維持する機能と、空中線電力を補正して、許

容偏差内に収める機能を具備していることが、まず、条件としてございます。

４つ目に記載してございますけれども、それを技術基準適合証明、いわゆる技

適として証明・認証を受けることが技術的な条件となります。 

 なお、これらについては、既存の５Ｇ等の基地局ではもう既に能力として具

備しているところでございます。 

 さらに３番目は運用面でございますけれども、免許人が監視制御機能等々で

２４時間３６５日の保守運用体制を構築することが条件になる。つまり、先程

の技術面の条件を具備した上で、何か起きたときにはすぐ対応ができる体制を

取っていることが３つ目の条件になってございます。検討会での議論の際には、

この２４時間３６５日の保守運用体制を取っているということで、毎日検査を

しているようなものであるといったような御意見もあったところでございます。 

 ５ページ目を御覧いただければと存じます。これらに制度設計をお示しして

ございます。 

 まず、左上の設備規則と、真ん中の上の運用規則が必要的諮問事項でござい

ますけれども、設備規則におきましては、周波数や空中線電力を一定の精度、

許容偏差内に収める機能を定義いたしまして、その精度を５Ｇ等の対象の設備

の条文に規定したいと思っております。 

 左下側には、証明規則において、技適といった証明を取るための申請や、報
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告の様式等々を定めます。 

 真ん中にございますけれども、運用規則におきましては、携帯電話の基地局

の免許人には監視制御機能、保守運用体制を講ずることを規定いたしまして、

その対策についても規定するものでございます。ここで努力義務規定としてお

りますけれども、これにつきましては、本要件は定期検査において一部の測定

を省略するためのものですので、省略せずに測定ができる場合は必ずしも必要

がないということで、「努めるもの」として規定をしてございます。 

 黄色の四角のところでございますけれども、運用規則で規定しました保守運

用体制等について、総合通信局長等への確認の申請等の手続を記載してござい

ます。 

 一番下の赤の部分でございますけれども、これらの条件を満足する場合は、

定期検査において、周波数と空中線電力の測定を省略可能にするということで、

関係の告示に規定をしていきたいと思っております。 

 ６ページ目を御覧いただければと思います。これらの手続を行う際のフロー

をまとめたものでございます。先ほどの説明と重複する部分がございますので

割愛いたしますけれども、２か所、補足的に御説明を申し上げます。 

 右上に、対象無線局は４Ｇ、５Ｇ、ＢＷＡとございます。先ほど５Ｇの基地

局になってアンテナと一体型ということを御説明しましたけれども、４Ｇ等々

につきましても、測定端子はあるけれども、設備の能力的には先ほど申し上げ

たような、周波数等の精度を維持する機能を具備しているものがございますの

で、それらにつきましても対象としているところでございます。 

 また、右側の真ん中あたりに、外部参照信号同期機能を使用しているものと

いう条件がございますけれども、これはＦＤＤ方式の基地局では実装していて

も必須の機能ではないということで、実際に運用するときには使っていないも

のもございますので、実装だけを条件とするものでなくて、機能を使っている
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ということを条件としてございます。 

 続いて７ページ、８ページ目につきましては、省令等々を記載してございま

すけれども、詳細は割愛させていただきます。 

 ９ページ目を御覧ください。告示の部分の改正案を記載してございます。こ

れらにつきましても、諮問事項ではございませんけれども紹介をさせていただ

いております。詳細な説明は省略させていただきます。 

 １０ページ目を御覧ください。１０ページ目以降につきまして、パブリック

コメントの内容を記載してございます。昨年の１１月から１か月間、パブコメ

を実施させていただきまして、９件、意見がございました。基本的には皆さん

賛同意見でございますけれども、例えば、２番目の、ＮＴＴドコモさんからの

３行目あたりからを御覧いただければと思いますけれども、周波数等を維持す

る機能に関する再認証取得に関しては同一認証番号とするガイドラインの適用

を要望しますといったことが、各事業者さんから御提案、御要望といいますか

御意見を出されております。これにつきましては、先ほど申し上げましたよう

に、現在運用している基地局についても既に機能を具備しておりますが、測定

省略を適用するためには本制度施行後に、これらの機能を具備しているものと

して技適を取り直していただくことになりますので、その場合には現在の技適

番号と同じ番号を要望しているものでございます。当然、違う番号になります

と、各事業者において技適マークの貼り替え作業など、これらの機器の管理上

の負担も生じると理解しておりますので、総務省の考え方としては、同一認証

番号に関しては、認証制度の運用上問題ないか等を確認、整理の上で、その適

用の可能性を検討いたしますという形で回答してございます。 

 これらにつきましても、同一認証番号になるように関係のところと調整をし

ていきたいと思っております。 

 最後ですけれども、１３ページ目でございます。個人の方から、法人の場合
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は法人番号の記載があったほうがいいのではないかという御意見をいただいて

おりますけれども、現行の電波法令の手続上、法人番号は使用してございませ

んので、その旨、考え方としてお示しをしているところでございます。 

 最後になりますけれども、答申をもしいただけましたならば、速やかに公布

いたしまして、認証の受付や総務大臣への報告等々のシステムの改修期間を確

保するための準備的な期間をいただきたいと思っておりますので、施行につき

ましては、５月１日と考えているところでございます。 

 説明は以上でございます。 

○日比野会長 翁長課長、ありがとうございました。 

 それでは、本件につきまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 はい、兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 翁長課長、御説明どうもありがとうございました。 

 先ほど既に御説明があったのですけど、確認ということで、努力義務のとこ

ろでございますけれども、要するに測定の省略を希望する場合は、監視制御機

能、保守運用体制をきちんとやって、局長の確認を受けなければできない。そ

れをやらなくてもいいと、測定を実際にやりますよということであれば、この

点は努力義務で、必ずしもやらなくてもいいと、そういう立てつけでよろしい

でしょうか。 

○翁長移動通信課長 御指摘のとおりでございます。実態としては、携帯電話

事業者等の基地局が対象になりますので、既に信頼性、安全性の観点から、彼

らは２４時間３６５日保守運用と管理をしてございますので、努力義務という

立てつけにはしておりますけれども、実態としては、問題がないと理解をして

おります。 

○兼松代理 ありがとうございます。理解いたしました。 
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○日比野会長 ありがとうございます。 

 林委員、いかがでございましょう。 

○林委員 ありがとうございます。私からは特にございません。賛同いたしま

す。 

○日比野会長 長田委員はいかがでしょうか。 

○長田委員 私からも特にございません。 

○日比野会長 笹瀬委員はいかがでしょう。 

○笹瀬委員 ４ページ目、１点確認ですけれども、簡素化する方式は、国際的

には何かルールがあるのですか。日本だけの話なのでしょうか。 

○翁長移動通信課長 ありがとうございます。検査の在り方につきましては、

各国いろいろなやり方がございますので、今回の制度は日本のやり方になろう

かと思っております。ただ、一方で、５Ｇの基地局等々の技術基準等々につき

ましては、もうグローバル化されておりますので、各国とも事情は同じような

ものだと理解をしてございます。 

○笹瀬委員 分かりました。どうもありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 私も本件の測定を省略可能とすることについて、異論は全くございません。

強いてコメントとして申し上げれば、全事業者がそろって要望している同一認

証番号による認証、これはぜひ５月１日の施行予定までに間に合うといいなと

思いますので、ぜひ頑張っていただきたいと思います。○翁長移動通信課長 

ありがとうございます。そうなるように努力してまいりたいと存じます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、本件、諮問第３号は、諮問のとおり改正することが適当である旨

の答申を行いますが、よろしいでしょうか。 

○兼松代理 結構です。 
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○林委員 賛同いたします。 

○日比野会長 ありがとうございます。それでは、原案どおり決することとい

たします。ありがとうございました。 

○翁長移動通信課長 どうもありがとうございました。失礼いたします。 

 

（３）２.３ＧＨｚ帯における第５世代移動通信システムの普及のための特定

基地局の開設に関する指針を定める告示案 

（諮問第４号） 

 

○日比野会長 それでは、続きまして、諮問第４号、２.３ＧＨｚ帯における第

５世代移動通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針を定め

る告示案についてでございます。 

 こちらは田中移動通信企画官から説明をお願いいたします。 

○田中移動通信企画官 おはようございます。移動通信企画官、田中でござい

ます。 

 それでは、諮問第４号説明資料に基づきまして、御説明申し上げます。 

 ５Ｇにつきましては、平成３１年４月の５Ｇの導入に向けて、最初の開設計

画の認定を行いまして、その後、令和２年８月には、４Ｇの周波数を５Ｇに使

うことができるような制度整備を行い、今年度当初に１.７ＧＨｚ帯、東名阪以

外の割当てを行ったところですけれども、今回、２.３ＧＨｚ帯につきまして、

５Ｇ用周波数としまして３回目の割当てを行おうとするものでございます。 

 資料は、２枚めくっていただきまして、３ページ目を御覧ください。 

 平成３１年の４月の割当てのときには、都市と地方を問わず、全国速やかに

早期に５Ｇを導入できるように、基盤展開率という概念を設けまして、また、

割当てから２年以内に、４７都道府県でサービスを開始しなさいというような
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条件もつけさせていただいたところでございます。 

 ５Ｇにつきまして令和２年３月から順次、各者が商用サービスを開始いたし

まして、令和３年３月末までに、４７の都道府県全てで、全ての事業者がサー

ビスを開始しているところでございます。 

  

 資料を１ページおめくりください。４ページ目でございます。 

 今回の２.３ＧＨｚ帯でございますけれども、世界的にはＩＭＴバンドとい

うことで携帯電話に使われている周波数帯域でございますが、２,３００から

２,４００までの１００ＭＨｚ幅につきましては、公共業務用で使われており

ます。また、２,３３０から２,３７０の４０ＭＨｚ幅につきましては、放送事

業者が放送素材伝送用の無線局として、フィールドピックアップユニット、Ｆ

ＰＵとして使っているものでございます。公共業務用、放送業務用で使用して

いない場所、時間帯にについて、動的に周波数の共用をしようということでご

ざいまして、令和２年の電波法改正によって、ダイナミック周波数共用ができ

るようになって当該共用を活用した初めての割当てとなります。 

 具体的には、２,３３０から２,３７０までの４０ＭＨｚ幅につきまして、５

Ｇ用としまして、携帯電話１者に割り当てようとするものでございます。期間

は５年間でございます。 

 なお、現在、４Ｇから５Ｇの移行期に当たりますので、４Ｇとして使うこと

も可能ですけれども、審査において４Ｇは評価しないということとなります。 

 続きまして、資料５ページ目を御覧ください。今回の開設指針のポイントで

ございますが、都市と地方の一体的な５Ｇ整備は、当初平成３１年の割当てか

ら目指していたところでございますが、今般のデジタル田園都市国家構想の実

現に資するために、条件不利地域や現に５Ｇ基地局の整備が遅れている地域の

整備をより高く評価するものでございます。 
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 具体的には、全ての申請者が最低限満たすべき要件である絶対的審査を行い

まして、この審査をクリアした人が複数者いらっしゃる場合には、下の比較審

査を行いまして、これで比較優位な１者を定めて認定を行おうとするものでご

ざいます。 

 資料６ページ目を御覧ください。絶対審査基準でございます。これまで２回

の５Ｇの割当てを行ってまいりましたので、それを踏まえて、こちらに書いて

ある１６項目にわたる審査基準を設定しております。こちらをクリアした事業

者が複数いらっしゃる場合には、今度は比較審査を行うということで、次は７

ページ目を御覧ください。 

 比較審査におけるエリア展開の配点の考え方という資料でございます。３.

７ＧＨｚ帯、４.５ＧＨｚ帯、２８ＧＨｚ帯の５Ｇ周波数の基地局の普及状況を

見ましたところ、全国１０平方キロメートル当たりの基地局数は、平均で１.０

４局でございますけれども、これを都道府県別に並べてみますと、やはりかな

りの差が出ております。１.０４を上回る、全国平均を上回る府県が１３府県ご

ざいますけれども、大幅に上回る１０以上あったのが東京都と大阪府でござい

ます。また、全国平均を下回る道県が３２道県ございましたので、都市と地方

での一体的な整備に向けまして、条件不利地域における整備とともに、現に５

Ｇの基地局整備が遅れている地域の整備を高く評価しようとするものでござい

ます。 

 具体的には８ページ目を御覧ください。カテゴリⅠのエリア展開のところで

ございますけれども、もちろん全国での５Ｇ基地局、５年後の５Ｇ基地局、Ａ

という項目がございます。また、条件不利地域における基地局開設数のＢとい

う評価もあるのですけれども、Ｃ－２の６点を基準として、全国平均以下のと

ころは３倍の評価の１８点、逆にＣ－２大幅に上回る大阪府と東京都の整備に

つきましては３分の１の評価を行おうとするものでございます。 
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 そのほかのカテゴリでございますが、Ⅱの高度化でございますけれども、制

御に４Ｇを用いない、５Ｇスタンドアローン方式の商用開始が、一部の事業者

では開始しておりますけれども、まだまだ主流は、制御に４Ｇを用いるＮＳＡ

方式、ノンスタンドアローン方式での基地局展開が圧倒的に多いのが現状でご

ざいます。早期に５ＧのＳＡ方式による基地局展開を促すために、ＳＡ構成で

の５Ｇ特定基地局の開設数の割合がより多いことをⅡのカテゴリでお聞きして

います。 

 また、Ⅲのカテゴリにつきましては、令和元年の法改正によりまして、周波

数の経済的価値を踏まえた割当てということで、特定基地局開設料制度が導入

されましたので、こちらにつきましては、より金額が多いことという評価を設

定させていただいております。 

 次に、カテゴリⅣでございます。こちらは今回の割当て特有のものでござい

ます。２,３３０から２,３７０の４０ＭＨｚ幅でございますけれども、公共業

務用の移動局と混信しないように運用するためには、両端１０ＭＨｚ幅の離調

を取った２,３４０から２,３６０の２０ＭＨｚ幅での運用であれば、公共業務

用の移動局が展開される場合でも使えるということなので、この４０ＭＨｚ幅

と２０ＭＨｚ幅を基地局の電源を落とすことなく周波数の幅だけを変えること

ができれば、より長い時間、広い場所で、この周波数を効率的に使うことがで

きるということでございますので、電波を停波することなく、帯域幅を切り替

えることができるという技術を開発し導入するとともに、これは実際に基地局

ベンダーさんが参加していただいて、もっと普及させてコストダウンが図られ

るためには国際標準化が必要だと考えておりますので、こちらの提案を行うこ

とというＦとＧという項目を設定させていただいております。 

 これらのＡからＧまでの評価を行いまして、仮に同点の方がいらっしゃった

場合には、最後のＨの項目で、面積カバー率がより大きい者を１者選定して、
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１人の人を決めようというものでございます。 

 ９ページ目は配点方式でございまして、ＦとＧ以外は等分配点方式でござい

ます。具体的には、４者の申請があって最高点が１２点の場合には、上から順

番に、１２点、９点、６点、３点というふうに点数をつけてまいります。 

 また、ＦとＧについては、計画を有する場合は８点ずつ、有していない場合

は０点をつけるという配点方式になってございます。 

 資料を１枚めくってください。判定方法につきましては、１０ページに書い

ているとおりでございます。 

 今回の開設指針案の制定に当たりまして、昨年末、１２月１８日から１月２

１日まで、年末年始の休みを挟みますので、３５日間にわたる意見募集を行い

ましたところ、法人から７者、個人から６者、計１３者の御意見をいただいて

おります。 

 法人７者の内訳ですけれども、携帯電話４者と、残り３者ですけれども、Ｍ

ＶＮＯの立場として、一般社団法人テレコムサービス協会とオプテージから、

携帯電話等抑止装置を製作しているメーカーの三精テクノロジーズからの法人

７者から御意見をいただいております。 

 順次、提出された意見と、それに対する考え方について、簡単に御説明を申

し上げます。 

 まず、１１ページ目の頭のほうですけれども、ＮＴＴドコモとＫＤＤＩから

は、今回の開設指針に賛同意見を頂戴しています。 

 １１ページの下の項目ですけども、ＭＶＮＯの立場から比較審査項目に「５

Ｇ（ＳＡ方式）での先進的な機能開放」を入れてほしいという御意見を頂戴し

ておりますけれども、まさにＳＡ方式での先進的な機能開放につきましては、

接続料の算定等に関する研究会等において、今後検討を深めていく予定でござ

いますので、現時点では必ずしも具体的になっていないことから、比較審査基
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準として規定することは見送っております。 

 １枚めくってください。資料１２ページ目でございます。 

 審査項目についての御意見をいただいております。局所的なトラヒック対策

についても評価をすべきであるとドコモから頂いておりますけれども、局所的

なトラヒック対策は、主に都市部で使われているということになりますので、

都市と地方での一体的な５Ｇ整備を期待されていることに鑑みまして、今回は

条件不利地域等における整備を高く評価するものでございます。 

 また、２項目め、災害対策体制の整備について評価することが適当というソ

フトバンクの御意見に対しましては、災害対策につきましては、絶対審査基準

において審査を行うこととしております。 

 また、同じく３項目め、ソフトバンクからは、オープン化に関しまして、イ

ンターフェース、接続ポイントについては、国際状況を見据えつつ見直し検討

を進めることが適当という御意見に関しましては、オープン化の審査項目につ

きましては、国際状況等を見据えて、適切に検討を進めるものと考えておりま

す。 

 次に、４項目めでございますけれども、楽天モバイルより、指定済み周波数

の総計に関して、より少ない人を優位にすべきという御意見を頂いております

けれども、審査項目につきましては、それぞれ様々な事情を総合的に勘案して、

割当ての都度、検討すべきものでございまして、今回は原案のとおりとさせて

いただいております。 

 次に、下から２番目、ＮＴＴドコモからですけれども、周波数幅の切替技術

の国際標準化提案に関しまして、既に３ＧＰＰにおける標準化済みの機能を用

いて行うことが可能であることも想定できるのではないかという御意見を頂い

ておりますが、もし可能であるのであれば申請いただく開設計画にその旨書い

ていただきたいという回答にしております。 
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 また、楽天モバイルに関しましては、こういった周波数を、幅を切り替える

ことができる技術については、比較審査項目になじまないのではないかという

御意見を頂いておりますけれども、御説明したとおり、この周波数帯を有効に

活用するためには、この技術があれば、うまく使うことができますので、比較

審査項目として入れております。 

 続きまして、資料１３ページ目を御覧ください。特定基地局開設料に関する

ものでございます。 

 標準額を下回る金額についても配点すべきなのではないかというソフトバン

クの御意見に関しましては、標準的な金額以上による開設計画の認定申請が期

待されることから、原案のとおりとさせていただいておりますけれども、頂い

た御意見につきましては、今後の周波数割当てにおける参考とさせていただき

ますとしております。 

 ２項目め、楽天モバイルからは、放送事業用ＦＰＵを利用する範囲は一の都

道府県にとどまらないのではないかという御意見を頂いております。御意見の

ように、一の都道府県にとどまらない場合もありますし、逆に、例えば北海道

での利用のように広い都道府県の中の一部しか利用しない場合の両面あります

ので、係数化するということで単純化しているものでございますが、個別の１

つ１つの事情は、そこでは省略して、計算させていただいております。 

 ３項目めです。単純化した係数を用いているということで、今後修正するこ

とが期待されるということで、こちらにつきまして、必要に応じて見直しを行

うことを考えております。 

 最後に、その他の項目でございます。その他の１項目め、ＮＴＴドコモから

は、最新の情報、放送業務、公共業務の利用の最新の情報、さらには、ダイナ

ミック周波数共用管理システム運用に関する費用情報について開示してくれと

いう御意見を頂戴しておりますが、こちらにつきましては、当事者の個者情報
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も含まれておりますので、当事者の許容できる範囲内において、情報開示等を

検討してまいります。 

 その次の項目は、今後の割当てのことについてなので、本開設指針に係るも

のではないですが、参考にさせていただきますとしております。 

 意見の最後のページ、１４ページ目でございます。 

 ４.９ＧＨｚ帯の割当てを早急に進めることが極めて重要というソフトバン

クの御意見につきましては、今回の開設指針に係るものではございませんが、

今後の施策の参考とさせていただきますとしております。 

 ２項目め、マニュアルの公開について締め切りまで十分な期間をというのと、

あと受付期間を十分な期間をという御意見ですけれども、マニュアルつきまし

ては、準備が整い次第、速やかに公表させていただきます。また、公募期間に

つきましては、電波法上、１月を下らない期間、公募しないといけないとなっ

ていますので、１か月以上の期間、公募を行うことを考えております。 

 ３項目めでございます。携帯電話等抑止装置を製作している三精テクノロジ

ーズからの御意見でございまして、携帯抑止装置に関しても同帯域の許可を願

いたい。常時運用できることを希望します。追加機器を付加するための費用の

補助を希望しますという３つの御意見を頂いておりますけれども、放送事業用

ＦＰＵと公共業務用無線局に影響を与えないというのが大前提でございますの

で、主導的に、それらの方々、さらには今回割当てを受けようとする免許人、

携帯電話事業者とも主導的に調整を図るとともに、自ら追加機器の付加等を行

うことが適当とさせていただいております。 

 最後の御意見でございます。８００ＭＨｚ帯も再割当てを行うべきだという

御意見を頂いています。再割当制度自体は、今回の意見募集の対象ではござい

ませんが、今後の施策の参考とさせていただきますということで、昨年８月に

取りまとめました「デジタル変革時代の電波政策懇談会報告書」におきまして
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も、再割当制度の導入についての提言がなされておりますので、それらを含め

た関係法令の改正法案について、ただいま準備している最中でございます。 

 最後に、今後のスケジュール、１５ページ目を御覧ください。 

 本日、電波監理審議会で御答申が得られましたら、速やかに開設指針の告示

を官報において行いまして、申請の受付を１か月以上の間、行います。その後、

審査の後に４月か５月の電波監理審議会に諮問させていただいた上で、答申が

得られましたら、１者につきまして、開設計画の認定を行うこととするもので

ございます。 

 １６ページ目以降の資料につきましては、割愛させていただきます。 

 どうぞよろしくお願いします。 

○日比野会長 田中企画官、御説明、ありがとうございました。 

 それでは、本件につきましての御意見、御質問等ございましたら、お願いい

たします。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 はい、兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 田中企画官、御説明どうもありがとうございました。 

 幾つか質問させていただきたいのですけれども、まず、５ページの条件不利

地域についてでございますけれども、条件不利地域というのは、この記載によ

りますと、過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村又は豪雪地帯の地域

と書いてございまして、これは必ずしも都道府県ということではなく、もうち

ょっと狭いエリアかと思うのですけれども、これはここが条件不利地域ですよ

ということで、もう指定がなされているのでしょうか。 

○田中移動通信企画官 兼松先生、ありがとうございます。こちらの７つの条

件不利地域は、兼松先生が言われたとおり、必ずしも都道府県の地域とは一致

しておりませんで、豪雪地帯となると、さらに都道府県を上回る地域で設定さ
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れていたりとか、あるいは辺地であれば１市区町村の中で、さらに一部の地域

と設定されていたりいたします。 

 こちらの条件不利地域７地域に関しましては、総務省でも、条件不利地域の

補助スキームを持っておりまして、携帯電話等エリア整備事業という補助事業

を設けております。そちらの、地理的な条件不利地域におきましては、国庫補

助によって、５Ｇの基地局整備を進めていこうという事業をやっておりますけ

れども、この７地域はそこと軌を一にして、同じ範囲で制定しようと考えてお

ります。 

 では、具体的にどこの地域が入るのでしょうかというお問合せにつきまして

は、携帯電話事業者のニーズに応じて、お出ししていきたいと考えております。

あらかじめ指定されているものでございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。そうしますと、比較審査基準のカテゴリ

ーとしまして、条件不利地域というのと、整備が進んでない地域というのと両

方あるわけですけれども、必ずしも一致はしないけれども、条件不利地域は恐

らく整備も進んでないのではないかと想像しますので、多少かぶるところもあ

るのかと想像しますけれども、そのような理解でよろしいでしょうか。 

○田中移動通信企画官 先生おっしゃるとおりでございます。多くの場面で、

基地局整備が進んでいないエリアと、条件不利地域のエリアは、かなり重なり

合うところがあると思います。御説明でも申し上げたとおり、都市部、地方部

を一体的な５Ｇ基地局整備を進めるという話とともに、今の共用の相手となり

ます放送事業者のＦＰＵの利用実態を見ましても、東京を中心として関東地方

はとても利用が進んでおりますけれども、他方で全く、１年間で１回も使われ

ていない都道府県もあるものですから、そういった地域で、この２.３ＧＨｚ帯

をより積極的に使っていただくと、２.３ＧＨｚ帯全体の利用効率も上がって

いくのではないかと考えて、このような審査項目を制定させていただいており
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ます。 

○兼松代理 ありがとうございます。そうしますと、ＢとＣ－１というのは、

そういうことである程度重なり合うところもあるということで、しかも配点が

両方とも１２点、１８点と非常に高うございますので、Ｂを高得点取っている

ところは、恐らくＣ－１も高得点を取りそうであるということで、ここで、か

なり勝負がつくのではないかという気がいたしますけれども、そのような予想

をなされておられるのでしょうか。 

○田中移動通信企画官 まさに、全国バンドでございますので、放送事業者が

使われてない地域で基地局を打てるというのが、今回メリットがあるのではな

いかと考えております。 

 他方、東京でもし使うとしますと、放送事業者用の無線局の受信点が、東京

スカイツリーで使っていたりしますと、その半径１００キロほどでは使えない、

携帯電話では使えないというようなことになりますので、むしろ、例えば東京

とか大阪とか名古屋とか、その辺の周り以外のところで使うことのほうが、よ

り、常時、携帯電話事業者としても、使えるのではないかということだと思い

ますので、放送事業者との調整も容易に行えますし、そちらのほうが全国的に

見ても、この２.３ＧＨｚ帯の有効利用にも資すると考えてございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。理解いたしました。 

 あともう１点、念のため確認ですが、ソフトバンクの御意見で、災害対策を

審査基準に入れてくれというのに対して、省のお答えとしましては、絶対審査

基準において審査しますということだったのですけれども、絶対審査基準のど

この部分で災害対策を考慮することになるのでしょうか。教えていただければ、

ありがたく思います。 

○田中移動通信企画官 御質問ありがとうございます。資料の６ページ目を御

覧ください。設備のところでございますけれども、③の特定基地局の運用に必
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要な電気通信設備の安全・信頼性を確保するための対策に関する計画を有する

ことというところで、災害対策についてお聞きしています。 

 なお、付言いたしますと、楽天モバイルが、このたび災害対策基本法上の指

定公共機関に指定されておりまして、携帯電話４者に関しましては、全て指定

公共機関になっていますので、そういう意味での差異はなくなっています。 

 以上です。 

○兼松代理 ありがとうございます。了解いたしました。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、あと、いかがでしょう。林委員はいかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。それでは、１点、質問ではなく、コメント

ということでお願いしたいのですけれども。私は、これまでも開設指針案のパ

ブリックコメントについては、指針案のパブリックコメントだけではなくて、

比較審査基準の判定方法、これについても評価の透明性を高めるという見地か

ら、あるいは行政の一層の説明責任の観点から、とりわけ配点も含めて、パブ

コメを充実させることなどして、事前に関係各位の意見を聞く機会を拡充する

ということが必要かつ重要ではないかと申し上げたことがあるのですけれども、

今回、その意味からすると、とても画期的なことが総務省の御努力でなされた

ようでありまして、１１ページ目ですかね。これは事業者からも評価されてお

りますけれども、今回、ドコモとＫＤＤＩからも評価なされているようですけ

れども、審査項目の配点とか配点方法も含めてパブコメに付されたということ

についてです。これ自体は、一見、地味な変更点のようですけれども、他方で

非常に重要な改善点だとも思っておりまして、今後とも、ぜひこのようなパブ

コメ対応を続けていっていただければ良いのではないかと思います。と申しま

すのも、今後、とりわけプラチナバンドの再割当てといった議論になりますと、

これは非常に事業者の事業活動に死活的な影響を与えかねませんので、その意
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味からもお願いです。ぜひ引き続き、今回採られたこの方法は維持していただ

ければありがたいと思っております。 

 コメントですが、以上です。 

○田中移動通信企画官 林先生、ありがとうございます。これまでも、今後も、

なお一層行政運営の透明性、公平性が図られるように、日々努力してまいりま

す。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○林委員 よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 あと、長田委員はいかがでしょうか。 

○長田委員 ありがとうございます。今回はダイナミック周波数共用の、第１

弾と伺っています。この後も、こうやって割当てをしていくに当たっては、今

回示されているような、比較審査基準が用いられるということになるのでしょ

うか。それとも、周波数の性格によって、また違うものになるのかということ

と、それからソフトバンクさんからマニュアルの公開を早くというのがありま

して、確かに毎回募集の比較審査基準は大きく変わったりしていますので、い

つ頃公開の予定なのかを教えていただきたいと思います。 

○田中移動通信企画官 ありがとうございます。ダイナミック周波数共用方式

で初めての割当てとなります。今後、５Ｇの周波数候補帯域がございまして、

その中にもダイナミック周波数共用方式による共用が可能性としてあるものが

ございます。 

 ただ、実際にどういう審査項目、審査基準で行うかにつきましては、やはり

それぞれ共用している相手の事情もございますし、そもそも周波数の性質も違

ってきますので、必ずしも今回と全く同じものが使えるというわけではござい

ません。もちろん参考にはできると思うのですけれども、全て同じということ
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にはできないと思います。 

 もう一つ、マニュアルの公開です。できる限り頑張りますが、具体的に、何

月何日と現時点では申し上げられません。申し訳ありません。 

○長田委員 分かりました。なかなか日程、スケジュールを見ると、各社さん

にも厳しいスケジュールだなと思いますので、総務省の皆さんも大変だと思い

ますけれども、よろしくお願いします。 

○田中移動通信企画官 よろしくお願いします。ありがとうございます。 

○日比野会長 それでは、笹瀬委員、お願いします。 

○笹瀬委員 笹瀬です。審査基準も含めて、オープンにされたということ、先

ほど林先生からもコメントありましたが、画期的で、御努力感謝いたします。 

 質問は、ダイナミック周波数割当ての第１ステップということで、私なんか

もいろいろ論文とか書いているのですが、ある意味では協議をして、かつ時間

と場所で切り替えるということでいうと、ダイナミックといっても、かなり前

もって打合せをしてやるわけで、センシングをして、瞬時切り替えるわけでは

ないですよね。 

 そういうことから見ると、この方式に関して運用上、もし、例えば、分かり

やすく言うと、ＦＰＵを使う場合、例えばマラソン中継とか分かりやすいので

すけれども、例えば何か大きな地震があったとか災害があって、急にその周波

数でＦＰＵを使いたくなることがあった場合に、その運用上、そういうふうな

ことに関しては、放送業者さんと打合せする暇がないとかということも起こる

と思うので、そういうことに関しては何か手順が決まっているのでしょうか。

すぐ切り替えないとまずいですよね。 

○田中移動通信企画官 笹瀬先生、ありがとうございます。 

 まず、今回のダイナミック周波数共用方式ですけれども、先生がおっしゃる

センサー方式、アメリカでＳＡＳ方式と言われている方式ではなくて、データ
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ベース方式を使っています。やはり、先生もおっしゃったとおり、全国の放送

事業者さんがこのＦＰＵを使うわけですけれども、いつ何どき、どこで災害と

か事件が起きるかが分からないので、センサーをつけるにしても、どこにセン

サーをつけるのですかというのが、なかなか厳しいということから、今回デー

タベース方式を採用させていただいております。 

 平時の利用、あらかじめ使用するのが分かっているときには、事前にデータ

ベースにデータを入れておいて、運用停止するのですけれども、いざ大地震が

起きたとか、災害発生したとか、事件、事故が起きたとかというときには、放

送事業者から連絡していただいて、１時間以内に携帯電話事業者が停波すると

いうことで、携帯電話事業者と放送事業者間での協議ができております。 

 以上です。 

○笹瀬委員 分かりました。どうもありがとうございます。最も重要なことは、

ダイナミック切り替えであるものの、リアルタイムではないので、ぜひうまく、

運用いただけるよう、１時間というのはいい時間だと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 以上です。 

○田中移動通信企画官 ありがとうございます。 

○日比野会長 私も、これは大変すばらしい動きだと理解しました。林委員や

笹瀬委員のおっしゃったとおりで、非常に透明性が高まって、画期的ですばら

しいなと思いました。 

 配点まで示した中で、事業者から、決定的に批判の声があるわけでもなく、

そういう意味では皆さんある程度納得した上で、これから動けるということで、

非常にいいのではないかと思います。ぜひこの透明性を高める方向でブラッシ

ュアップを続けていっていただければと思います。 

 それと、これもコメントですけど、「デジタル田園都市国家構想」という現政
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権が大変重点を置いている政策とのリンクを非常に強く感じられるという意味

でも、政策実現の一貫性の観点からも大変結構なことだと感じました。 

○田中移動通信企画官 ありがとうございます。今後ももちろん、公平、透明

な運営を高めてまいりますし、政策としての一貫性も保っていけるように、日々

精進してまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、本件、諮問第４号、諮問のとおり制定するということが適当であ

る旨の答申を行いますが、よろしいでしょうか。 

○長田委員 結構です。 

○兼松代理 結構です。 

○林委員 賛同いたします。 

○日比野会長 ありがとうございます。それでは、原案どおり決することとい

たします。ありがとうございました。 

○田中移動通信企画官 ありがとうございました。失礼いたします。 

 

報告事項（総合通信基盤局） 

 

（１）公共用周波数の有効利用に向けた継続的なフォローアップの実施 

 

○日比野会長 それでは、続きまして報告事項ですが、公共用周波数の有効利

用に向けた継続的なフォローアップの実施につきまして、木村重要無線室長か

ら説明をお願いいたします。 

○木村重要無線室長 重要無線室長の木村でございます。よろしくお願いいた

します。 

 公共用周波数の有効利用に向けた継続的なフォローアップの実施について御
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報告させていただきます。１ページを御覧いただければと存じます。 

 昨年、デジタル変革時代の電波政策懇談会について御紹介をさせていただき

ましたが、その中で、国の省庁が運用する公共業務用無線局につきまして、廃

止ですとか周波数移行、周波数共用、デジタル化といった周波数有効利用に向

けた取組の方向性を確認した結果についても、御報告させていただきました。

このような周波数有効利用に向けた取組の状況につきましては、継続的にフォ

ローアップすることが重要となっておりますので、１年を経過した段階でのフ

ォローアップの実施方法につきまして、このたび、事前に御報告をさせていた

だくものでございます。 

 具体的なシステムについては、お手数ですが、一旦、２ページの表を御参照

いただければと存じます。 

 対象といたしましたシステムにつきましては、全体では３１システムがござ

います。上から参りますと、他の用途での需要が顕在化している周波数帯を使

用するシステムといたしまして、９システムございます。例えば、①の１.２Ｇ

Ｈｚ帯の画像伝送用携帯局、そして、その次ですと５ＧＨｚ無線アクセスシス

テム、こちらにつきまして廃止という方向性を確認し、ほかのシステムについ

ても、それぞれの方向性を確認したところでございます。 

 また、下のほうにございますが、アナログの無線システムでありまして、周

波数の有効利用の観点では課題があるもの。こちらは２２システムございます。

それぞれデジタル化等の方向性を確認いたしました。 

 １ページにお戻りいただければと存じます。囲みの下を御覧いただければと

存じますが、今回対象といたしますのは、先ほどの表に記載の各システムとな

ります。 

 また、実施方法といたしましては、まず、関係省庁での各システムに関する

周波数有効利用に向けた今後の方向性に関する取組につきまして、進捗状況、
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今後の計画、課題等につきまして、総務省から書面による調査を２月から３月

にかけて実施いたします。 

 その後、同懇談会のフォローアップの一環といたしまして、懇談会に設置さ

れております公共用周波数等ワーキンググループにおきまして、関係省庁への

ヒアリングを５月にかけて実施いただく予定でございます。 

 その後、同ワーキンググループにおきまして、評価結果を取りまとめていた

だき、それにつきまして、７月頃に、またこの場で御報告をさせていただき、

公表していきたいと考えております。 

 なお、３ページに背景についての資料ございますが、説明を割愛させていた

だきたいと存じます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 木村室長、ありがとうございます。 

 それでは、本件につきまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 はい、兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 木村室長、御説明どうもありがとうございました。 

 このフォローアップにつきまして、全３１システムについて、今後の方向性

を一応打ち出されたと理解しておりますけれども、実際にデジタル化ができる

かとか、廃止ができるのかと、あるいは共用ができるのかといったことについ

ては、これから具体的にヒアリングを踏まえて、策定していくということにな

るかと思いますが、そのような理解でよろしいでしょうか。 

○木村重要無線室長 廃止ですとか周波数共用、こういった今後の方向性につ

きましては、昨年の懇談会の報告をまとめる過程で、その時点で各省庁からヒ

アリングをいたしまして、各省庁がそういった形で進めることで、その方向性

につきましては確認したというものを取りまとめておりますので、それ自体は、
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その当時、きちんと方針としてあったものと考えております。 

 それで、今回フォローアップいたしますのは、それが具体的に進捗している

のか、そしてまた、何か、今後進める上で課題が生じてないか。そういったと

ころを１つ１つ見ていくというものになります。 

○兼松代理 ありがとうございます。とりわけデジタル化につきましては、予

算の問題ですとか、いろいろ技術的な問題もあろうかと存じますので、引き続

き粘り強くといいますか、丁寧な取組をお願いしたいと思っております。あり

がとうございます。 

○木村重要無線室長 精査の上で、課題ですとかも明らかになっていくことと

は思っておりますが、その中でも、周波数の有効利用に向けた取組を推進して

いけるように取り組んでいきたいと思っています。ありがとうございます。 

○兼松代理 ありがとうございます。 

○日比野会長 林委員はいかがでしょうか。特によろしいですか。 

○林委員 はい、大丈夫でございます。ありがとうございます。 

○日比野会長 長田委員はいかがでしょう。 

○長田委員 私からも特にございません。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 笹瀬委員はいかがでしょうか。 

○笹瀬委員 非常にいい取組だと思いますけれども、ぜひ、検討していただき

たいのは、やはりデジタルにすると、データがビッグデータになるということ

と、それからシステムがある意味では共有、共用できるような仕組みをうまく

使っていただいて、特にデータの、相関があるようなデータってありますよね。

そういうものをうまく使えるような、省庁をまたがって、同じデータをお互い

２つ足すと、さらにいい内容が出るような、そういう取組に関しても、ぜひ検

討していただくとありがたいかと思います。 
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 以上です。 

○木村重要無線室長 ありがとうございます。このフォローアップの取組を通

して、きちんとデジタル化も含めて推進していきたいと考えております。 

 また、災害時において、それぞれの省庁といいますか、省庁間で関係の担当

者が情報共有するために、ＰＳ－ＬＴＥという仕組みを推進しておりまして、

それの実現につきましても、着実に進めていきたいと考えております。その中

で、先生がおっしゃるような、必要なデータの共有といったものも進めていっ

ていただけるものと考えております。 

○笹瀬委員 どうぞよろしくお願いいたします。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、この方向でしっかりと対応を、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本報告事項につきましては終了したいと思います。ありがとうご

ざいました。 

○木村重要無線室長 どうもありがとうございました。 

○日比野会長 以上で総合通信基盤局の審議を終了いたします。 

 総合通信基盤局の職員は退室をお願いいたします。 

（総合通信基盤局職員退室） 

○日比野会長 それでは、情報流通行政局の職員に入室するよう連絡をお願い

します。 

（情報流通行政局職員入室） 

 

諮問事項（情報流通行政局） 

 

（１）日本放送協会放送受信規約の変更の認可 

（諮問第５号） 
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○日比野会長 それでは、続きまして、諮問第５号、日本放送協会放送受信規

約の変更の認可について、飯倉放送政策課長から説明をお願いします。 

○飯倉放送政策課長 総務省放送政策課、飯倉です。本日もよろしくお願いい

たします。 

 日本放送協会の受信規約の変更の認可につきまして、資料のまず１ページ目

を御覧いただきたいと思います。 

 １つ目、諮問の概要について、本件はＮＨＫから、放送法の第６４条第３項

の規定に基づきまして、受信規約の変更の認可申請があったものであります。 

 この認可申請は、ＮＨＫの有識者会議である受信料制度等検討委員会の答申

を踏まえて、また、経営委員会による意見募集の結果を踏まえて行われたもの

であります。 

 まず、（１）変更内容についてです。従来から、ＮＨＫではインターネット等

を活用いたしまして、お知らせや手続の案内、こういったことを行うことで、

受信契約者の利便性の向上を図るとともに、受信料の契約・収納活動の効率化

による経費削減に取り組んでいるということであります。 

 この一環といたしまして、今回、受信契約時に、受信契約者の電話番号や電

子メールアドレスを届け出てもらうこととし、他方で、一部の事項の届出を不

要とするといった変更内容になっております。 

 具体的な中身について、７ページ目の別紙２の新旧対照表を御覧ください。

こちらで御説明させていただきます。 

 まず、現行の右側ですが、第３条「放送受信契約書の提出」で、提出しなけ

ればならない項目が書かれております。この中で、現行では（４）といたしま

して、受信機の数というのがあるのですけれども、こちらを削除するというこ

とになっております。他方で、左側の変更案の第３条の（５）として、事業所
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等の場合は受信機の数を記載する規定を追加しております。受信機の数は、普

通の住居の場合は必要がないわけですけれども、事業所におきましては、受信

機の数によって受信料の額が変わってきますので、（５）として、事業所等の場

合を規定したものとなります。 

 次に、第３条第５項を追加しておりまして、こちらで先ほど言いました電話

番号及び電子メールアドレスの所定の方法により届け出るものとするという規

定を追加しております。 

 資料戻っていただきまして、１ページ目の１の（３）事業収支に及ぼす影響

ということで、令和３年度の支出額としましては、システム開発実施費用とし

て、０.３億円を見込んでいるということであります。 

 施行期日ですが、周知期間を考慮いたしまして、令和４年４月１日から施行

するということにしております。 

 次の２ページ目ですが、審査の結果です。本件は、先ほど言いましたＮＨＫ

の外部有識者から構成されるＮＨＫ受信料制度等検討委員会の答申と、国民・

視聴者を対象としたパブコメの結果を踏まえて認可申請されたものであって、

受信契約者の利便性の向上・負担軽減、受信料の契約・収納活動の効率化によ

る経費削減を図るため、変更するというものでありますので、妥当なものであ

り、したがって、申請のとおり認可することが適当であるとしてございます。 

 御審議よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 飯倉課長、ありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見等、委員の皆様いかがでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 はい、兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 飯倉様、御説明どうもありがとうございました。 

 今般、電話番号と電子メールアドレスの届出をしてもらうということですけ
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れども、この使い道でございますね。目的は利便性の向上ですとか、受信料の

収納の効率化ですとか、経費削減ということになっているのですけれども、具

体的に、例えば電話をかけて、受信料払ってないから払ってくださいというよ

うなことに使うのか、具体的な使い道について教えていただければと思います。

よろしくお願いします。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。引越しの際に届出が出されてい

ない場合や、契約の内容が変更になる場合など、重要な事項について、ＮＨＫ

から積極的に受信契約者にメールや電話番号でお伝えすることがあると聞いて

おります。そのほか、やはりいろいろなお知らせがあるかと思います。これは、

あまり多くなってもいけませんので、こういった重要事項ではないお知らせに

つきましては、業者のほうでちゃんとオプトアウトができるような仕組みと聞

いております。 

○兼松代理 ありがとうございます。おっしゃるとおり、あまりこれを乱用す

ることになりますと、かえって個人の平穏な生活を侵害するという危険もなく

はないと思いますので、やはり、あらかじめ利用目的とか、どのようなやり方

でやるかということは、きちんと決めてやっていただきたいと思っております。 

 以上です。ありがとうございます。 

○飯倉放送政策課長 承知しました。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、林委員はいかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。質問というか意見でございますけれども、

審査結果のところにありますように、今回、本件はＮＨＫの内部に構成された

ＮＨＫ受信料制度検討委員会とか、それから、パブコメなんかを基にしていて、

そこでいろいろな意見が出ていて、私も事前に拝見したのですけれども、その

意見というのは非常にもっともな意見がたくさん寄せられているように思いま
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すので、この答申、諮問自体に全く異論はないのですけれども、ＮＨＫにおか

れましては、そこで、たくさん上げられた意見をぜひ積極的に酌み取って、参

考にしていただきたいと思っております。 

 要望でございますが、以上です。 

○飯倉放送政策課長 承知いたしました。ありがとうございます。 

○日比野会長 長田委員はいかがでしょうか。 

○長田委員 ありがとうございます。長田です。  

 電話番号や電子メールが必要だというのも分かります。ただ、新しい契約の

ところでしかまだ取得できないのであれば、場合によっては更新のときに何か

呼びかけるとか、そういうこともなさったほうがいいのかと思いました。 

 以上です。 

○飯倉放送政策課長 承知しました。ありがとうございます。 

○日比野会長 重要な指摘をありがとうございます。 

 それでは、あと、笹瀬委員はいかがでしょうか。 

○笹瀬委員 皆さんの質問でよく分かりましたので、このままで結構です。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 日比野ですけど、結論的には異論はございません。メールアドレスとか電話

番号の管理、メールの誤送信等もないように、くれぐれもしっかりとしていた

だければと思います。 

 受信料制度等検討委員会での議論を見させていただきましたけど、確かに電

子メールとショートメッセージ（ＳＭＳ）は、ちょっと違いますよね。携帯電

話でＳＮＳが来ると、なりすましとか、そこからの詐欺という展開がよくあり、

こういったところもいろいろと議論されていると思います。何かこのＳＭＳに

関する辺りの議論というのはあったのでしょうか。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。ショートメッセージであれ、普
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通のメールであれ、個人情報が詐取されるようなことは、起こり得ることかと

考えられます。経営委員会における意見募集において、やはりそういったこと

を懸念する意見も来ておりまして、ＮＨＫを装った問合せや勧誘といったこと

に対する視聴者の皆様に対する注意喚起、セキュリティーへの知見を持っても

らうための取組なども含め、利用者の安全な利用環境の確保に取り組んでいた

だきたいということは、我々からも改めてお伝えしますし、ＮＨＫとしてもそ

ういう認識でると聞いております。 

○日比野会長 ありがとうございます。よろしくお願いします。 

 それでは、本件、諮問第５号、諮問のとおり認可をするということが適当で

ある旨の答申を行いますが、委員の皆様よろしいでしょうか。 

○兼松代理 結構です。 

○林委員 賛同いたします。 

○長田委員 結構です。 

○笹瀬委員 結構です。 

○日比野会長 どうもありがとうございます。それでは、原案どおり決するこ

とといたします。ありがとうございました。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございました。 

 

（２）日本放送協会令和４年度収支予算、事業計画及び資金計画に付する総務

大臣の意見 

（諮問第６号） 

 

○日比野会長 それでは、続きまして、諮問第６号に参ります。日本放送協会

令和４年度収支予算、事業計画及び資金計画に付する総務大臣の意見につきま

して、こちらも飯倉放送政策課長から説明をお願いいたします。 
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○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。資料に基づいて御説明させてい

ただきます。 

 まず、２ページ目を御覧ください。こちらスケジュールですけれども、ＮＨ

Ｋ予算につきましては、通常、年明けに総務省に対してＮＨＫから提出があり

まして、今年は１月１２日に提出がございました。その後、与党の了承を得ま

したら、電波監理審議会に大臣意見を諮問させていただき、答申をいただいた

後に、大臣意見とＮＨＫ予算についての閣議決定を経まして、国会に提出する

という段取りになってございます。 

 次の３ページに、令和４年度のＮＨＫ予算のポイントを書かせていただいて

おります。今回、一番のポイントは、収支均衡予算ということであります。こ

れまで３年間は赤字予算を組んでおり、決算の際に黒字になってということを

繰り返してきたわけですけれども、久方ぶりに収支均衡予算を組んできたとい

うことになります。 

 １つ目の一般勘定収支を御覧ください。まず、令和２年度の決算を御覧いた

だければと思います。事業収支差金は２５１億円の黒字の決算になっているの

ですけれども、予算の際はマイナスの１４９億円の赤字予算を組んでおりまし

た。事業支出がもともともう少し大きかったのですが、新型コロナウイルス感

染症の影響で、ロケも含めて番組制作が思うようにいかず、６,８７０億円の事

業支出に落ち着いたということもありまして、収支差金が出たということにな

ります。 

 今年度予算につきましても、同様にマイナスの２３０億円の赤字予算を組ん

でいるわけですけれども、こちらの今後の見通しとしましては、１００億円か

ら２００億円の黒字になりそうだとＮＨＫからは聞いております。 

 次に令和４年度予算ということですが、やはり事業支出のほうが、令和２年

度決算と同じぐらいの、事業支出６,８９０を見込んでいる。そして、事業収入



-41- 

につきましても、下のほうで説明しますが、６,８９０と昨年度より少し減った

形の予算を組んでおりまして、これで収支均衡ということになるわけでありま

す。 

 ２つ目の受信料の収入の状況でありますが、６,８９０の収入のうち大宗が

受信料収入ということでありまして、これが令和４年度予算で６,７００とな

っております。こちら、令和３年度の見込みとしましては、支払率が８１％と

なっているのですが、こちらを令和４年度でも８１％を何とか守っていきたい

という予算になっております。 

 支払率につきましては、ピーク時には８３％までいったのですけれども、や

はり新型コロナウイルス感染症の影響で営業活動がなかなかできないというこ

ともありまして、少し下がってきている傾向にあるということであります。 

 次のページ以降に、項目別の費用を御説明させていただきたいと思います。 

 まず、国内放送ですが、こちら令和３年度予算で３,３０９と積んでいたのが、

令和４年度はやはり、コロナの関係で番組制作ができないという事情がありま

して、３,１８７と減らしております。こちら、おおむね令和２年度決算の数字

に近い値になっております。また、ジャンル別の番組管理に転換によるコスト

合理化にも取り組むということで、例えば、ドキュメンタリーなどの番組で、

これまでは、ＢＳと地上波というチャンネルごとにそれぞれ番組をつくるとい

うことがあったわけですけれども、やはり番組制作が思うようにいかないとい

うこともあって、素材の共有などを含め、ジャンルごとに番組管理を行う取組

を進めていくと聞いております。 

 次に、国際放送です。国際放送も少し金額を減らしております。これは番組

制作の部分の削減もありますけれども、これまでＮＨＫワールドを海外で見て

いただくために、ケーブルテレビや衛星放送に係る費用があったわけですが、

最近はインターネットでも見ることが可能になっておりますので、ケーブルテ
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レビに衛星放送に係る費用を少し減らしている状況だと聞いております。 

 次に、５番目のインターネット活用業務です。こちら「ＮＨＫプラス」のサ

ービスを、２４時間で対応するようにするサービスの拡充や、先般、御審議い

ただいた社会実証の実施に係る経費を積んでおります。 

 また、「ＮＨＫオンデマンド」につきましても、事業収入４６億円と、最近新

型コロナウイルス感染症の影響による巣籠もり需要の増加で、かなり加入者数

も増えておりますところ、そういった傾向が今後も続くと見込んでおります。 

 次のページが営業経費です。巡回訪問営業から、訪問によらない営業への業

務モデルの転換によって、経費を大幅に削減するということになっております。

令和４年度予算といたしまして６２４億円と、今回初めて受信料収入に対する

営業経費の割合が、１０％を割って９.３％で提出をいただいたということに

なります。 

 ７番目が、繰越金等でありますけれども、まず、建設積立資産です。こちら

は放送センターの建て替えのためのお金を積んでいるわけですけれども、大体

１,７００億円ぐらいかかるということで、この資産を１,６９３億円積んであ

ります。来年度に関しては、１００億円ほどお金を使う予定のようですけれど

も、取りあえず一般勘定などで捻出できるということで、このお金の取崩しは

予定してないとのことです。 

 財政安定のための繰越金については、資本収支の差金が９０億円発生すると

いうことで、令和４年度末の見込みとして１,９８０億円を見込むとなってお

ります。 

 こういったＮＨＫの予算に対しまして、次のページが大臣意見であります。

６点ほど概要を御説明させていただきます。 

 まず、１つ目が、久方ぶりの収支均衡予算を提出いただいたわけですけれど

も、この予算の執行に当たっても、収支均衡を確保してくださいということを
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求めております。 

 ２つ目が、受信料の引下げについてです。こちら２０２３年度にＮＨＫとし

て値下げをするという方針を出されているわけですけれども、この内容を早期

に具体化してくださいということをお願いしております。 

 ３点目が、インターネット配信でございまして、こちらも取組を進めていた

だかないといけないわけですが、なかなか議論が深化していないことがありま

すので、議論深化に取り組んでいただきたいということをお願いしております。 

 ４点目が、衛星とラジオの放送波の削減についても、２０２３年度、２０２

５年度に、それぞれ実施をするということを表明されているわけですけれども、

これらについての具体的な計画を明らかにするよう求めております。 

 ５点目が、国際放送です。この６、７年間、予算額も増加してきております

ので、この間の取組の成果について分析をしていただき、今後の方針を改めて

取りまとめるようお願いしております。 

 最後に６点目ですが、障害者の方の受信料の免除の手続について、現在、紙

でしかできませんので、オンラインで可能になるようにお願いしますというこ

とを申し上げております。ＮＨＫからも取り組む予定であると聞いております

ので、それを後押しすることができればと考えております。 

 説明は以上になります。御審議、よろしくお願いいたします。 

○日比野会長 ありがとうございました。 

 それでは、本件につきまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。 

○日比野会長 はい、兼松代理、お願いします。 

○兼松代理 飯倉様、引き続き御説明ありがとうございました。 

 既に御説明の中にありましたけれども、今般ようやく収支が均衡する予算が

出たということで、私が委員になりましてから毎年赤字でスタートして大幅な
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黒字で終わるという不思議な予算が続いておりましたので、一般企業ですとち

ょっと考えられないような予算の組み方があったわけですけれども、ようやく、

ＮＨＫもこれを現実に近づけるということで努力をなさったと思っております

が、これは引き続き実際に決算になったときに、乖離しないように努力をして

いただくということと、コロナが終わったとしても、やはり均衡予算というこ

とには十分留意していただきたいということで、省でも十分注視をしていただ

きたいと思っております。 

 そして、大臣意見の案で、この概要には必ずしも書いてなかったのですけれ

ども、意見の中にはお書きいただいているのですが、私としては、やはり非常

に気になっておりますのは子会社でございますね。これ毎年申し上げているの

ですけれども、非常に子会社が多く、子会社との取引が多い。そして随意契約

が多いという点が、なかなか改善されていないのではないかということを懸念

しております。 

 ですので、意見の中にお書きいただいておりますけれども、この点は非常に

強調していただきたいと思っておりますことと、省においても引き続きこの点

は十分気をつけて見ていただきたいと思っております。 

 それから、コンプライアンスの点でございますね。これも意見の中には書い

てあるのですけれども、いろいろと問題行為が、不正行為とか不祥事、あるい

は過労死というような問題が起きたということが指摘されておりますので、こ

の点につきましても、もちろんほかにいろいろ重要な点を指摘していただいて

いるわけですけれども、コンプライアンスという点も非常に重視していただき

たいと思っておりますので、引き続き、省で御指導いただきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。収支均衡につきましては、おっ
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しゃるとおりかと思っております。我々としても、執行に当たっても注視する

とともに、さらに来年度以降の予算編成につきましても、注視をしていきたい

と思います。 

 ２点目の子会社の関係につきましても、我々もかなり問題意識を持っており

まして、随分前から、随意契約の比率が高いということは申し上げており、随

意契約比率の公表はさせるとともに、さらに子会社の利益について株主である

ＮＨＫのほうに５０％以上還元するようにするルールをつくっているわけです

が、なかなか９５％程度という随意契約比率が変わらないという現状にありま

す。こちらについては、我々からも引き続き働きかけるとともに、ＮＨＫの方

でも中期経営計画の中で子会社の改革について方針を出されておりますので、

こういう改革の中で、子会社との関係性についても見直しを図っていくように、

我々も引き続き後押ししていきたいと思っております。 

 コンプライアンスにつきましても、兼松代理のおっしゃるとおりだと思いま

すので、引き続き、問題が起こらないように、我々もサポートをしていきたい

と思います。ありがとうございます。 

○兼松代理 ありがとうございました。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、林委員はいかがでしょうか。 

○林委員 ありがとうございます。大臣意見についてですが、ここに掲げられ

ている各項目の内容は、しごくもっともなもので、兼松代理がおっしゃったこ

とにまったく同感ですが、私からは総論的なこととして、この大臣意見は、国

民・受信者の声でもあるわけですが、この大臣意見をＮＨＫがどのように受け

止めて対応していただいているのか、いまいち見えない部分がございます。国

会でのＮＨＫ予算の審議は深夜にＮＨＫで放送されていたりして、そこでの協

会幹部の受け止めや反応はテレビで国民は視聴できるのですが、大臣意見につ
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いてもＮＨＫのほうでどう共有されているのか、これは今回に限った話ではな

いのですが、大臣意見の受け止めについてもう少し可視化していただくご努力

を協会にはお願いしたいと存じます。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。大臣意見、幾ら書いてもなかな

か実現していないではないかという厳しい御指摘かと思っております。我々の

力不足のところもあるわけですけれども、立てつけ上、強制することができま

せんので、こういった意見を通じて、また、国会での御審議を通じて、協調で

きるところは多いと思っております。そういったところを中心に、様々なケー

スにおいて、日々、日常業務の中で働きかけていきたいと思います。 

○林委員 ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。対立では

なく、まさに協調しながら、ぜひ同じ方向を向いてやっていただけるとありが

たいと思いました。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、長田委員はいかがでしょうか。 

○長田委員 兼松先生や林先生の御指摘には共感しております。ＮＨＫさんの

番組の内容については、いろいろ努力をしていらっしゃるなというのは感じて

おりますので、そういう姿勢で、そして、林先生御指摘があったように、みん

なでそれが共有できるような形で進んでいっていただければいいと思っていま

す。 

 以上です。 

○飯倉放送政策課長 承知しました。ありがとうございます。 

○日比野会長 笹瀬委員はいかがでしょう。 

○笹瀬委員 笹瀬です。ほかの委員の先生方の御意見に、そのとおりだと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 １点だけ、７番目の財政安定の件に関して、積立基金に関してはかなり、今



-47- 

回ゼロで、建て替えの費用がかなりそろっている、集まっていると思うのです

けれども、財政安定のための繰越金というのが１,９００億円近くあるわけで

すよね。それに対してさらに、額は少ないにしても、さらに積み立てているこ

とで、これに関しては目標額とか、必要な何か、限度額ですか。そういうのを

何か公開というか、説明したほうがいいような気もしますね。かなりお金がた

まっているという意識があるので、多分一般の方から見ると、必要でないので

あれば、受信料安くしてよということで、一番言えるところだと思いますので、

ぜひよろしくお願いします。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。おっしゃるとおりかと思います。

まさに今後の放送法の改正の中で、御指摘いただいた問題意識も踏まえて、Ｎ

ＨＫの剰余金、繰越金を使って、受信料の値下げができるような仕組みができ

ないかと考えておりまして、こちらの改正についてはまだ、これから国会に提

出する予定ということではあるのですが、中身としましては、中期経営計画の

３年間において、剰余金、繰越金としてたまったものを次の期間、次の中期計

画において、値下げを実現できるようなことができないかと検討しているとこ

ろです。 

 その際には、いわゆるＮＨＫの剰余金が、幾らぐらいが適正なのかという水

準も調整をさせていただいて、それを上回る金額を値下げに充てるという仕組

みができればと思っているところです。 

 以上であります。ありがとうございます。 

○日比野会長 よろしいでしょうか。 

○笹瀬委員 どうもありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 最後、日比野からです。もう兼松代理以下皆さん、御指摘いただいています

けど、大臣意見の冒頭にも出ている通り、ぜひ収支均衡でいって欲しいと思い
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ます。コロナ以前から毎年、予算が実績と激しくぶれていて、常にプラスへぶ

れるので、一般企業だったらいいわけですけど、予算の背後にある事業計画に

対するクレディビリティーを損なうことになります。そういう意味では、予算

と実際との乖離というのは、突発事象は別として、やはり一般の人にちゃんと

理解できるような状況でないと、おかしいなという感じがします。 

 ですから、ぜひ、今年は執行あるいは運用の段階においても、予算に沿った

状況を期待したいと思います。 

 それから、諮問事項に関してはもちろん賛成ですけれども、１つ、笹瀬委員

がおっしゃったのに関連して質問ですけど、余剰金については確かにため込ん

でいるなという感じに見えてしまいます。今年度からスタートしている放送局

の建て替えは連鎖型の建て替えということになるので、２０３６年まで相当時

間をかけてという話だと思います。来年度については、１００億ぐらい使うけ

れど、一般予算の中で対応できるということになると、そういう事態が続くと

建設積立資産というのはずっと残りっ放しで、要らないということになります

よね。それと別途、繰越金があるということなので、その辺のところはしっか

りした説明が必要なのだろうと思いました。 

 ネット社会において、フィルターバブルの問題がいろいろと言われる中、立

派な公共放送であるＮＨＫの重要性というのは、恐らく増していくと思います。

そういう意味でもしっかりと国民から信頼される運営を期待したいと思います。 

○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。御指摘を重く受け止めまして、

日々ＮＨＫとのやり取りの中で、今回の御審議いただいたことが、しっかり実

施されていくように努めてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、諮問第６号、こちらを諮問のとおり意見することが適当である旨

の答申を行いますが、委員の皆様よろしいでしょうか。 
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○飯倉放送政策課長 ありがとうございます。御指摘を重く受け止めまして、

日々ＮＨＫとのやり取りの中で、今回の御審議いただいたことが、しっかり実

施されていくように努めてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございます。 

 それでは、諮問第６号、こちらを諮問のとおり意見することが適当である旨

の答申を行いますが、委員の皆様よろしいでしょうか。 

○兼松代理 結構です。 

○笹瀬委員 結構です。 

○長田委員 賛成します。 

○林委員 賛同いたします。 

○日比野会長 ありがとうございます。それでは、原案どおり決することとい

たします。ありがとうございました。 

○飯倉放送政策課長 どうもありがとうございました。 

○日比野会長 では、以上で情報流通行政局の審議を終了いたします。 

 情報流通行政局の職員は、退室をお願いいたします。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

 

 

閉    会 

 

○日比野会長 それでは、本日はこれにて終了いたします。答申した旨の通知

につきましては、所定の手続によって事務局から総務大臣宛て提出してくださ

い。 
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 なお、次回の開催は令和４年３月７日月曜日１５時からを予定しております。 

 それでは、本日の審議会を閉会といたします。ありがとうございました。 

 ということで、一応審議会はこれで終了ということでございますけれども、

兼松代理は、今月の２６日をもちまして任期満了ということになります。した

がいまして、審議会への御出席は本日が最後ということになります。最後の会

もウェブベースで、大変残念ではありましたですけど、兼松代理、一言御挨拶

をいただければと思います。 

○兼松代理 ありがとうございます。思い返しますと３年前、林先生と一緒に

辞令を頂戴しまして、一緒に関係各位に挨拶回りをしたことが、つい昨日のよ

うに感じるわけでございますけれども、逆に申しますと、そのとき御挨拶した

方は皆さんもういらっしゃらないというか、ほとんど異動されているというこ

とで、３年というのは短いようで長かったのかと思っております。 

 そして、私御承知のように全く、電波ですとか放送ですとか電気関係には知

識がございませんで、このような大役が務まるのかというのは非常に不安に思

っていたわけですけれども、吉田前会長ですとか、日比野会長ですとか、委員

の皆様、審理官の皆様のお助けをいただきまして、何とか今日まで務めてまい

れたのは本当にありがたいことだと感謝しております。皆様どうもありがとう

ございます。 

 そして、事務局の方々にもいろいろと私言いたいことを申したわけですけれ

ども、随分とサポートしていただきまして、大変ありがたいと思っております。 

 そして、少しだけ感想を申し上げますと、３年間で非常に、前任から伝え聞

いたところでは、そんなに大きな事件はないと聞いていたわけですけれども、

案に相違いたしまして、非常に大きな事件が結構ありました。 

 私が非常に印象に残っておりますのは、もちろんまず、ひのきの裁決の事件

でございます。この裁決というのはめったにないということで聞いていたので
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すけれども、ちょうど私どものところで裁決のタイミングが回ってきたという

ことで、これにつきましても、長屋審理官ですとか、鹿島審理官ですとか、林

先生に大変御指導いただきまして、私の拙い能力というか知識で何とか乗り切

ることができて本当にありがたかったと思っております。 

 それから、もちろん皆様の、非常に今回取り組まれた外資規制の問題でござ

いますね。これも、非常に世間の耳目を集めた事件でございまして、私どもで

勧告を出すという非常に画期的なことがございまして、この勧告という、なか

なかないイベントといいますか、事柄に関与できたというのは非常にある意味、

ラッキーだったかと思っております。 

 それともう一つ、私が非常に印象に残っておりましたのはアマチュア無線の

問題でございます。この用途の変更に関しまして、思ったよりアマチュア無線

の方々、非常に熱心に意見を述べられまして、ただ、主張については、非常に

うなずけるところもあったものですから、皆様に情報を共有させていただいて、

改正といいますか改革をお願いしたということがございました。 

 この３つが非常に私としては印象に残りましたけれども、もちろん５Ｇの割

当てが始まったりとか、世の中的には非常に大きなイベントもあったわけなの

で、３年間非常に、いろいろなことに触れさせていただいて、今後の業務にも、

この経験を生かしてまいりたいと思います。 

 重ねまして、皆様どうもお世話になりました。ありがとうございます。 

 そしてまた、まだ２６日まで、議事録のレビュー等もございますので、引き

続きよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございます。 

○日比野会長 ありがとうございました。それでは、これで終了といたします。 

 

 


